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しての協同組合の意義を、主として「第 27 回 ICA（国際協同組合同盟）モスクワ大会」
で提案・採択された A.F.レイドロー（Laidlaw）による『西暦 2000 年における協同組合』
（Co-operatives in the Year 2000）に依拠して、新自由主義改革に対抗する民主主義的な経
済－社会（社会的経済）の構築を目指す協同組合の機能と役割を論じている。  






 第 2 章前半の「韓国における社会的経済運動」では、韓国で 2000 年初期に「社会的経
済」との用語が行政機関で用いられるようになるが、制度化の過程における「国家の役







〔２〕  審査結果の要旨  












 その 1 つは、本論文の新自由主義批判は的を射ているといえるが、韓国における新自由
主義「福祉」改革自体の分析が、十分なされているとはいえない点である。福祉サービス
にもち込まれたバウチャー制度の問題点などには触れてはいるが、日本の介護保険制度に













 上記の 2 点の指摘は、本論文の総括となる終章「地域福祉実践と非営利・福祉協同組織
の融合」の評価にもかかわっている。新たな福祉供給主体として社会的協同組合など非営
利・福祉協同組織を位置づけ、それが地域福祉の確立に果たす役割についての記述は説得
的であり、高く評価できるが、その役割を現実化するうえで欠かせないのは、上記 2 点の
分析である。さらに、福祉等社会サービスの実施にあたっては、公的責任に関する議論も
俎上に載せられるべきである。しかし、その点に関する論述は一般的であり、生存権保障
のための財政における公的責任のあり方と福祉供給における公的責任と非営利・協同組織
との関係などを問う必要があろう。  
 
以上、本論文の成果とともに今後の課題を指摘したが、千氏の論文は先行研究と比較し
ても、とくに福祉供給主体の研究において、貴重な成果を上げていることが確認できる。  
 
よって、本論文は博士（社会福祉学）の学位を授与するに相応しいと判断する。  
 
